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平成１９年６月２１日 
 

国土交通省総合政策局 
 建設業課／労働資材対策室   
（財）建設業振興基金 

 
 

「建設業の新分野進出／技能承継モデル構築支援事業」 
募集要項 

 

 本事業は、（財）建設業振興基金が国土交通省からの委託事業として、「建設

業の新分野進出／技能承継モデル構築支援事業」を実施するに当たり、下記の

とおり公募を行うものです。 

 

 

記 

 

１．事業の趣旨 

建設業は、国内総生産・全就業者数の約１割を占める基幹産業であり、立

ち遅れている社会資本整備の担い手であるだけでなく、多くの就業機会を提

供するなど、地域の経済・社会の発展に欠かすことのできない役割を担って

います。 

しかしながら、建設投資の急速な減少により、特に公共工事への依存度が

高い地域の建設業者は、厳しい経営環境に直面しています。このため、経営

基盤の強化に向けた新分野進出等の経営革新の取組を促進しているところ

です。 

また、近年、一部職種において建設技能労働者が不足傾向となっており、

特に、２００７（平成１９）年からの数年間は、１９４７～１９４９年生まれ

のいわゆる団塊の世代が６０才を迎え、順次現役を引退することが予想されて

おり、少子高齢社会が到来する中、これら熟練した建設技能労働者が有する技

能を次世代へ円滑に承継することが建設業における人材の確保・育成の観点か

ら喫緊の課題となっています。このため、人材の確保・育成の観点から建設技

能の円滑な承継の推進を図っているところです。  

本事業は、地域の建設業者が行う経営革新の取組や各種事業者が行う建設

技能の承継の取組のうち、一定の要件を満たすものに焦点を当て、こうした

取組の定着に向けたモデルケースと認められる事業を対象に公募を実施して

先導的な事例を発掘し、当該事業を推進、広く普及・啓発を図ることにより、

建設業の新分野進出の取組の促進や建設技能の承継の推進を図るものです。 
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２．新分野進出モデル 
(１)概要 

人口の減少、少子高齢化の急速な進展、経済のグローバル化の進展による

国際競争の激化など、我が国を取り巻く社会経済環境は急速に変化していま

す。とりわけ地方圏においては、地域経済を支える労働力不足や財政上の制

約による行政サービスの低下、基幹産業の衰退、自然災害における被害の拡

大等が懸念されるところです。 

こうした中、地域の建設業は、専門的な技術者、技能者、建設機材等に加

えて、本業を通じて長年培った技術やノウハウを持ち、地域の実情を熟知し

ていることから、これまでも、災害時における応急対策・復旧対策において

中核的な存在として活動し、地域に貢献してきましたが、さらに、地域に密

着したコミュニティ産業として、公共施設の維持管理等の地域行政における

ニーズ、担い手不足が深刻化している農林業、過疎地域における公共交通・

福祉等のサービス等の新たな担い手として、地域社会における新たな役割が

期待されています。 

本事業では、こうした新規事業に取り組む事業者について、とくにその事

業化に当たっての課題解決に向けた取組に焦点を当て、「新規性」、「地域性」、

「実現の確実性」、「取組に至るプロセス」などを総合的に評価し、地域の建

設業による経営革新のモデルケースと認められる事業を対象に公募を実施し、

優れたモデルの発掘を行います。 

なお、本事業は調査委託事業であり、支援の対象となった事業者に対し、事

業の実施内容とその評価・分析、問題点と講じた解決策の内容等についての調

査を委託します。事業者から提出される調査結果報告を踏まえ、広く地域の建

設業者の経営基盤の強化に向けた取組の参考となる事項をとりまとめ、広く普

及・啓発を図ります。 

 

(２)事業の対象 

本事業においては、以下に例示するような事業について、「事業着手段階」

にある事業を対象とします。（ただし、事業着手前であっても、事業計画を

有しており、事業に着手することが明確な場合を含む。） 

※指定管理者等の取組については、すでに運営している事業のサービス向

上・効率化に関する取組のほか、参入に向けて具体的な事業計画を策定し

ている段階の取組も、本事業の対象とします。 

 

【事業の例示】 

 □「官から民へ」の流れに対する取組（パブリックビジネス） 

 （例） 

  ・指定管理者として公園や体育館等の公共施設の管理運営業務に参入 
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  ・地域の建設業者が連携してＰＦＩ事業に参入 

  ・従来行政が行ってきた業務の外部委託業務に参入        等 

 

□地域産業活性化ニーズへの取組 

   (例) 

   ・担い手が不足している農林水産業等の地域産業の新たな担い手として

参入 

   ・地域における新たな産業として地域の活性化に資する新事業への取組  

                                  等 

  □基礎的生活サービスニーズへの取組 

   (例) 

   ・高齢化が進む地域における公共交通や福祉分野への参入 

   ・地域社会や消費者のニーズ等に対応した新製品・サービスの提供 等 

 

  □海外ビジネスへの取組 

   (例) 

   ・優れた技術・ノウハウや固有の技術を有しながら、国内市場に止まっ

ている中小・中堅建設業者や専門工事業者の海外進出への取組 等 

 

□その他、経営基盤の強化につながると認められる新規事業に関する取組 

 

(３)事業者の条件 

  公募の対象となる事業者は、地域に経営基盤を置く中小・中堅建設業者及

び専門工事業者（複数の建設業者からなる企業連携グループや建設事業者団

体も可）とします。 

なお、企業連携グループの中に他の産業分野に属する事業者がいる場合も

対象とします（建設業者がグループ内で主たる役割を担っていることを条件

とします）。 

 

(４)審査方法と審査の観点 

  審査委員会を設置し、書類審査、事業者へのヒアリング審査を経て、モデ

ル事業を決定します（審査の都合上、ヒアリング審査後に追加資料の作成を

ご依頼することがあります）。審査結果については、申請者に書面で通知しま

す。 

＜審査の観点＞ 

 審査に当たっては、以下の諸点を重視して総合的に評価します。 

・ アイディア・工夫に富むなど新規性があること。 
・ 生産性の向上や業務の効率化などのプラスの効果が見込まれる事業であ
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ること。 
・ 地域の経済・社会の活性化に資すると期待できる事業であること。 

 ・ 取組に至るまでのプロセスにおいて、企業努力が見られること。 
・ 他の事業者への応用性が高く、波及効果が見込める事業であること。 
・ 事業者の経営状態に問題がなく、専門家を活用するなど計画を確実に実

行できる体制が整備されている事業であること。 
・ 実施スケジュールが明示されており、モデル事業終了後も自助努力によ

り継続的に行われる見込みがある事業であること。 
・ 内容の情報公開・活用等について了解している事業であること。 

 

３．技能承継モデル 
（１）概要 

近年、一部職種において建設技能労働者が不足傾向となっており、特に、

２００７（平成１９）年からの数年間は、１９４７～１９４９年生まれの

いわゆる団塊の世代が６０才を迎え、順次現役を引退することが予想され

ており、少子高齢社会が到来する中、これら熟練した建設技能労働者が有

する技能を次世代へ円滑に承継することが建設業における人材の確保・育

成の観点から喫緊の課題となっています。 

本事業は、建設技能の承継の取組（複数の企業又は複数の職種に係るも

のに限る。）で、その内容が新規性、総合性、効果実現の確実性など一定の

要件を満たし、他の建設業者や団体にとって参考となる取組を対象に公募

を実施し、こうした取組の定着に向けたモデルケースと認められる先駆

的・先導的な事例の発掘を行います。 

   なお、本事業は調査委託事業であり、対象となった事業者に対し、事業

の実施内容とその評価・分析、問題点と講じた解決策の内容等についての

調査を委託します。事業者から提出される調査結果報告を踏まえ、他の建

設業者や団体にとって参考となる事項をとりまとめ、広く普及・啓発を図

ります。 

 

（２）事業の対象 

   本事業においては、以下に例示するような事業について、「事業計画策定

段階（事業化を視野に入れて調査活動を行うものを含みます。）」又は「事

業着手段階」にあるものであって、事業者が明確な目的意識を持ち、かつ

十分に事業実施能力及び体制を備えているものを対象とします（なお、そ

の取組が「事業実施段階」（直近２～３年の間に事業着手され、遂行してい

るもの）であっても、その取組内容の詳細な報告や効果の検証を行うもの

であれば、本事業の対象とします）。 
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【事業の例示】 

 

熟練技能者ＯＢを若年入職者の指導役として活用したモデル的取組 

 

技能者ＯＢの選定方法（データベース化、リスト化）・教授方法（座学・

ＯＪＴ）の検討等を通じ、熟練技能者ＯＢを若年入職者の指導役として、

技能承継を効果的・効率的に行うもの 

 

 

  優秀な技能者の技（勘所）を映像化し、若手入職者の技能習熟の短縮

化を図るモデル的取組 

 

    優秀な技能者の技（勘所）を映像化し、あわせて研修プログラムや指

導マニュアルを検討すること等により、技能承継を効果的・効率的に行

うもの 

   

□その他、建設技能承継の推進につながると認められる取組 

 

（３）事業者の条件 

   公募の対象となる事業者は、 

① 複数の建設業者（建設業者グループ） 

② 建設産業団体又はこれに準ずる団体 

とします。 

なお、建設業者グループの中に他の産業分野に属する事業者等がいる場

合も対象とします（建設業者がグループ内で主たる役割を担っていること

を条件とします）。 

 

（４）審査方法と審査の観点 

   審査委員会を設置し、書類審査、事業者へのヒアリング審査を経て、モ

デル事業を決定します（審査の都合上、ヒアリング審査後に追加資料の作

成をご依頼することがあります）。審査結果については、申請者に書面で通

知します。 

＜審査の観点＞ 

審査に当たっては、以下の諸点を重視して総合的に評価します。 

・ アイディア・工夫に富むなど新規性があり、建設技能承継の取組を促進

するモデルとなることが期待できる事業であること。 
 ・ 建設技能労働者が不足傾向となっている職種や技能承継問題が顕著な職

種に関する取組であって、その解消に資する事業であること。 
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・ 当該事業者にとって、事業効果が高いものであること。 
・ 他の事業者への応用性が高く、波及効果が見込める事業であること。 
・ 若年技能労働者の確保・育成や、熟練技能者ＯＢの活用に資する事業で

あること。 
・ 事業者の経営状態に問題がなく、専門家を活用するなど計画を確実に実 

行できる体制が整備されている事業であること。 
・ 実施スケジュールが明示されており、モデル事業終了後も自助努力によ 

り継続的に行われる見込みがある事業であること。 
・ 内容の情報公開・活用等について了解している事業であること。 

 

４．両モデル事業に共通する事項 

（１）支援の内容 

   本事業は、選定された事業に係る調査・計画策定費や外部の専門家等の

アドバイザーを活用した場合の諸謝金など、関連経費の一部を初年度のみ

負担するものです。なお、選定された事業者は、平成２０年２月末（予定）

までに、事業結果についての報告書を、（財）建設業振興基金に提出してい

ただきます。 

契約形態については、（財）建設業振興基金と事業者による受委託契約と

なり、当方による経費の負担は、事業実施委託契約の契約期間内に支出が

発生するものを対象とします。 

   なお、支援の金額は１件当たり概ね２～４百万円程度とし、具体的な金

額については、事業計画と支援要望額の内容を精査の上決定します。 

 

（２）応募書類の提出方法 

   定められた応募書類を（財）建設業振興基金に正本・副本各１部を郵送

で提出して下さい（公募締切日当日の消印まで有効）。封書表には、朱書き

で「新分野進出モデル事業申請書 在中」あるいは「技能承継モデル事業

申請書 在中」と明記して下さい。 
   なお、提出された応募書類の内容等に不明な点がある場合には、担当職

員が問合せをする場合があります。 
提出された応募書類は本事業の選定に関する審査以外の目的には使用し

ません。また、応募書類は返却いたしませんのでご留意下さい。 

 

【応募書類の提出先】 

  （財）建設業振興基金に応募書類の正本・副本各１部を、原則として郵送

で提出してください。持参される場合は、同基金宛に予めご連絡下さい。 
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  （財）建設業振興基金 構造改善センター 

   〒１０５－０００１ 

    東京都港区虎ノ門４－２－１２ 虎ノ門４丁目ＭＴビル２号館６階 

 

（３）公募期間 

   平成１９年６月２１日（木）～平成１９年８月１日（水） 

〔当日消印有効〕 

 
（４）選定された場合の留意点 
   本事業に選定された場合の留意点については、選定決定後に当方より改

めて説明いたしますが、予め以下の諸点にご留意ください。 
 
 ＜選定事業者側での立替払い＞ 
 ・ 本事業の実施に係る経費は事業者側で立替払いをし、それを証明する経

理書類を提出し確認された後に、（財）建設業振興基金から事業者に当該金

額が支払われること。 
 ＜報告書の提出＞ 
・ 選定事業者は、事業の実施内容とその評価・分析、問題点と講じた解決 
策の内容等をとりまとめた報告書を平成２０年２月末（予定）までに提出

すること。 
＜事業内容等の変更時の取扱い＞ 
・ 本事業の実施期間内において、事業の実施内容に当初の申請時の計画

と比べて大幅な変更が生じた場合には、経費の全部又は一部について、

本事業の実施に係る経費として認められないことがあること。 
＜帳簿や証憑書類の保管＞ 
・ 選定事業者は、事業実施に係る経費を証明する証憑書類を事業終了後５ 
年間保管すること。 

 ＜契約期間終了後のフォローアップ、問合せ＞ 
・ 選定事業者は、本事業の評価・検証のため、事業終了後２年間程度事業 
の実施状況について、当方より必要に応じ問合せをする可能性があること。 

 
（５）本件に関する問合せ先 

（財）建設業振興基金 構造改善センター モデル事業 係 
電話：０３－５４７３－４５７２ 
担当：（新分野進出モデル）長谷川、由井 

    （技能承継モデル）南塚、柳田 
 



 - 8 -

≪各地方整備局等の所管地域≫ 
連 絡 先 担 当 課 住 所 電 話 所 管 地 域

北 海 道 開 発 局
事 業 振 興 部
建 設 産 業 課

〒 0 6 0 - 8 5 1 1
札 幌 市 北 区 北 ８ 条 西 ２ 丁 目
札 幌 第 一 合 同 庁 舎

0 1 1 - 7 0 9 - 2 3 1 1 北 海 道

東 北 地 方 整 備 局
建 政 部
計 画 ・ 建 設 産 業 課

〒 9 8 0 - 8 6 0 2
仙 台 市 青 葉 区 二 日 町 ９ － 1 5

0 2 2 - 2 2 5 - 2 1 7 1
青 森 ・ 岩 手 ・ 宮
城 ・ 秋 田 ・ 山 形 ・
福 島

関 東 地 方 整 備 局
建 政 部
建 設 産 業 第 一 課

〒 3 3 0 - 9 7 2 4
さ い た ま 市 中 央 区 新 都 心 ２ － １
さ い た ま 新 都 心 合 同 庁 舎 ２ 号 館

0 4 8 - 6 0 1 - 3 1 5 1

茨 城 ・ 栃 木 ・ 群
馬 ・ 埼 玉 ・ 千 葉 ・
東 京 ・ 神 奈 川 ・ 山
梨 ・ 長 野

北 陸 地 方 整 備 局
建 政 部
計 画 ・ 建 設 産 業 課

〒 9 5 0 - 8 8 0 1
新 潟 市 中 央 区 美 咲 町 １ － １ － １
新 潟 美 咲 合 同 庁 舎 １ 号 館

0 2 5 - 3 7 0 - 6 5 7 1 新 潟 ・ 富 山 ・ 石 川

中 部 地 方 整 備 局
建 政 部
建 設 産 業 課

〒 4 6 0 - 8 5 1 4
名 古 屋 市 中 区 三 の 丸 ２ － ５ － １
名 古 屋 合 同 庁 舎 第 ２ 号 館

0 5 2 - 9 5 3 - 8 5 7 2
岐 阜 ・ 静 岡 ・ 愛
知 ・ 三 重

近 畿 地 方 整 備 局
建 政 部
建 設 産 業 課

〒 5 4 0 - 8 5 8 6
大 阪 市 中 央 区 大 手 前 １ － ５ － ４ ４
大 阪 合 同 庁 舎 第 １ 号 館

0 6 - 6 9 4 2 - 1 1 4 1
福 井 ・ 滋 賀 ・ 京
都 ・ 大 阪 ・ 兵 庫 ・
奈 良 ・ 和 歌 山

中 国 地 方 整 備 局
建 政 部
計 画 ・ 建 設 産 業 課

〒 7 3 0 - 0 0 1 3
広 島 市 中 区 八 丁 堀 ２ － １ ５

0 8 2 - 2 2 1 - 9 2 3 1
鳥 取 ・ 島 根 ・ 岡
山 ・ 広 島 ・ 山 口

四 国 地 方 整 備 局
建 政 部
計 画 ・ 建 設 産 業 課

〒 7 6 0 - 8 5 5 4
高 松 市 サ ン ポ ー ト ３ － ３ ３
高 松 サ ン ポ ー ト 合 同 庁 舎

0 8 7 - 8 5 1 - 8 0 6 1
徳 島 ・ 香 川 ・ 愛
媛 ・ 高 知

九 州 地 方 整 備 局
建 政 部
計 画 ・ 建 設 産 業 課

〒 8 1 2 - 0 0 1 3
福 岡 市 博 多 区 博 多 駅 東 ２ － １ ０ －
７ 　 福 岡 第 ２ 合 同 庁 舎 別 館

0 9 2 - 4 7 1 - 6 3 3 1
福 岡 ・ 佐 賀 ・ 長
崎 ・ 熊 本 ・ 大 分 ・
宮 崎 ・ 鹿 児 島

沖 縄 総 合 事 務 局
開 発 建 設 部
建 設 産 業 ・ 地 方 整
備 課

〒 9 0 0 - 8 5 3 0
那 覇 市 前 島 ２ － ２ １ － １ ３
ふ そ う ビ ル ９ 階

0 9 8 - 8 6 6 - 0 0 3 1 沖 縄

以  上 


